
建設職人基本法に基づく秋田県計画の策定について

平成３０年１１月２１日

建 設 部 技 術 管 理 課

１ 概 要

・建設業における労働災害の発生状況や建設工事従事者の高齢化の進行に鑑み、建設工

事従事者の安全・健康の確保に関する施策の推進と中長期的な担い手の確保が急務

・こうした課題に対応するため、「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関す

る法律」（建設職人基本法）が平成２９年３月に施行され、国は基本計画を平成２９

年６月に閣議決定

・法第９条に基づき、建設業の現状や地域の実状を踏まえた秋田県計画を策定するもの

２ 策定に向けた取組

・県計画の策定に当たっては、業界団体等の関係機関との十分な調整が必要

・平成３０年３月に開催した県と関係機関等との意見交換会を経て、「建設職人基本法

に基づく秋田県計画調整会議」（調整会議）を平成３０年７月に設置

・あわせて、各団体における現状と課題を把握するため、調整会議の構成団体に対し、

アンケート調査を実施

３ 調整会議の構成

①業 界 団 体 ： 秋田県建設業協会、秋田県建設技能組合連合会

秋田建築労働組合、建設産業専門団体東北地区連合会秋田県支部

全国仮設安全事業協同組合東北支部、秋田県社会保険労務士会

②行 政 機 関 ： 厚生労働省秋田労働局、秋田県建設部

③オブザーバー ： 国土交通省東北地方整備局

４ 策定スケジュール

・平成３０年７月 第１回調整会議を開催（２７日：県計画策定方針の検討）

・ ８月 各団体における現状と課題について、アンケート調査を実施

・ ９月 県議会に取組状況を報告

・ １０月 第２回調整会議を開催（３０日：県計画素案の検討）

・ １２月 県議会に中間報告

・平成３１年１月 第３回調整会議を開催

・ ２月 県議会に計画案を説明

・ ３月 秋田県計画の成案

資料３

○本県建設業における労働災害の発生状況は、長期に減少傾向だが近年は減少が鈍化

○一人親方等は、建設工事の現場では、他の関係請負人の労働者と同じような作業に

従事しており、特段の対応が必要

○建設工事従事者の高齢化が進行している中、中長期的な担い手の確保が急務

『建設職人基本法に基づく秋田県計画（素案）の構成』

Ⅰ 現状と課題

１．適正な請負代金の額、工期等の設定

２．設計、施工等の各段階における措置

３．建設業及び建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の向上

４．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上

Ⅱ 県計画の基本的な方針

１．建設工事の請負契約における経費の適切かつ明確な積算等

２．責任体制の明確化

３．建設工事の現場における措置の統一的な実施

４．建設工事現場の安全性の点検等

５．安全及び健康に関する意識の啓発

Ⅲ 総合的かつ計画的に講ずべき施策

１．建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上を図るための施策

２．墜落・転落災害の防止対策の充実強化

３．計画の推進体制

４．担い手確保・育成の推進「秋田県建設業担い手確保育成センター」

５．施策の推進状況の点検ほか

Ⅳ 施策推進に必要な事項


